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モデル誤差を考慮した 2024 年能登半島地震津波の

高解像度波源逆解析 

髙川 智博*・千田 優**・藤木 峻***・川口 浩二****

要  旨 

本稿は Scientific Reports で出版された論文“High-resolution Source Inversion of 2024 Noto Peninsula 

Earthquake Tsunami with Modeling Error Corrections”の日本語訳に補足図を加えたものである． 

2024 年 1 月 1 日，能登半島を大きな地震が襲い，沿岸で最大 5 メートルを超える津波を引き起こ

した．この稀かつ破壊的な津波は，同時に複数の断層が破壊されたことに起因すると推定されてい

る．しかし，海域での直接観測が存在しないため，初期の海面変動の詳細は不明のままである．

本研究では，最新の高解像度アジョイント合成による波形逆解析技術を用い，観測された水位お

よび流速データに基づいて津波の初期状態を推定した．さらに，振幅および位相に関するモデル誤

差を補正する手法を提案し，痕跡高のミスフィットを低減した．幾何平均は 1.16 から 0.99 へ，幾何

標準偏差は 1.34 から 1.29 へと改善された． 

推定された津波波源モデルでは，沖合に 3 か所，各々約 3 メートルの隆起ピークが存在していた

ことが示された．本モデルは海上および陸上観測データをいずれも高精度に再現しており，津波発

生機構の理解およびハザード評価の高度化に寄与するものである．より正確な初期条件を提示する

ことは，同様の災害に備えるための防災・減災対策の基盤となる．

キーワード：津波，波形逆解析，モデル誤差，アジョイント合成，津波痕跡高，

2024 年能登半島地震 

* 津波高潮研究グループ長
**  国土交通省国土技術政策総合研究所 港湾・沿岸海洋研究部 港湾・沿岸防災研究室 主任研究官

*** 波浪研究グループ長
**** 海洋利用研究領域長

〒239-0826 神奈川県横須賀市長瀬3-1-1 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所港湾空港技術研

究所

電話：046-844-5052 Fax：046-844-1274 E-mail：takagawa-t@p.mpat.go.jp



REPORT OF THE PORT AND 
AIRPORT RESEARCH INSTITUTE 
Vol.64, No.3 (Sep.2025) 

 - 2 - 

 
 

High-resolution Source Inversion of 2024 Noto Peninsula Earthquake Tsunami  
with Modeling Error Corrections 

 

Tomohiro TAKAGAWA* 
Yu CHIDA** 
Takashi FUJIKI*** 
Koji KAWAGUCHI**** 

 

 

 

 

Synopsis 
 

This paper is a Japanese translation of the article “High-resolution Source Inversion of 2024 
Noto Peninsula Earthquake Tsunami with Modeling Error Corrections” (Takagawa et al., 2025) 
published in Scientific Reports with supplementary figures added. 

On New Year’s Day, January 1, 2024, a significant earthquake struck the Noto Peninsula, Japan, 
triggering a tsunami with a maximum height of exceeding 5 meters along the coast. This rare and 
destructive event is associated with several active submarine faults in the area, which are inferred to 
have ruptured simultaneously. However, due to the lack of direct observation from the ocean, the 
precise nature of the initial disturbance remains uncertain. In this study, we utilized the latest 
high-resolution adjoint synthesis inversion technique to analyze the tsunami’s initial state based on 
observed water level and velocity fluctuations. Furthermore, we propose a method to correct 
modeling errors in amplitude and phase, thereby reducing misfits in trace heights: the geometric 
mean K improves from 1.16 to 0.99, and the geometric standard deviation κ decreases from 1.34 to 
1.29. Our estimated tsunami source model identified three distinct uplift peaks, each approximately 
3 meters in height, in the offshore region. The model accurately reproduced both offshore and 
onshore observation data. This research provides a robust framework for understanding tsunami 
generation mechanisms and improving hazard assessment models. By offering accurate initial 
conditions for tsunami simulations, our findings contribute to better disaster preparedness and 
mitigation strategies, particularly for coastal regions prone to similar events. 
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1. 序論 

 

 2024年1月1日, マグニチュード7.5の地震1)が日本の能

登半島を襲い, 震度階級の最大値である震度7を観測する

強い揺れをもたらした2). 本地震は, 能登半島北部から海

域にかけて複数の断層が同時に破壊されたことによって

発生したと考えられている3), 4).干渉SAR解析により, 能登

半島北部で最大4メートルの地殻隆起が検出され5), 浅海

域が陸地へと変化した事例も報告されている6). さらに, 

海底地形調査により海底変位や海底地すべりの発生が明

らかになっている7), 8). これらの海底変動が津波を引き起

こし, 沿岸において甚大な浸水被害をもたらした.初期の

衛星画像解析9)および現地調査10), 11)によって, 津波の遡上

範囲や痕跡高の分布が明らかにされている. とくに能登

半島東岸の飯田港（図-1）および対岸の新潟県直江津港

（図-1）付近では, 津波痕跡高が5メートルを超えた. ま

た富山港では, 津波の到達予測時刻よりも早く顕著な水

位変動が観測されており, 震源域から離れた富山湾で複

数の海底地すべりが生じ,それによって別の津波が発生し

たことが推定されている12).  

本研究では，能登半島北東沖における水面の擾乱に注

目した．この海域で生じた津波波源は，最大5メートルを

超える広域の浸水を引き起こした主因であると考えられ

ているが，海底観測網が存在しないため，周辺地域のデー

タを用いて地震時の変化を推定する必要がある．津波波

形の解析は，地震やGNSSの観測網から離れた地域の海底

変動を調べるための有効な手段である13)． 

この地域では，海底地形調査および反射法地震探査に

より活断層の分布が明らかになっており14)，津波リスク評

価に利用されるいくつかの矩形断層モデルが提案されて

いる15), 16)（図-1）．これらの断層モデルをもとに津波波源

の推定が行われてきた．たとえば，Fujii & Satake17)はJSPJ

断層モデル（図-1）を用い，津波波形データとGNSSデー

タを統合した逆解析を行い，NT4断層で大きなすべりが生

じたと推定したが，NT2断層およびNT3断層ではすべりは

ほとんどなかったと推定した．Masudaら18)は，Fujii & 

Satake17)の解析において，潮位観測所が細いパイプを介し

て海と接続された井戸内の水位を観測していることによ

る波形変化を考慮していない点を指摘し，MLIT断層モデ

ルを用いて，F42断層の西部およびF43断層が破壊した場

合に，飯田周辺の浸水域が正確に再現できることを示し

た．Yamanakaら19)は，飯田港で撮影された映像から水位の

時系列データを抽出し，能登半島北東沖の初期水位分布

を推定したが，この研究は主に飯田湾内での津波増幅特

性の解析を目的としており，広域に津波が伝播する様子

をモデル化するものではない． 

図-1 能登半島周辺の海底活断層（左），津波観測点（中央），および観測波形（右）．右図にて，観測点番号の後に「u」

または「v」が付されている波形は，それぞれ東向きおよび北向きの流速を，文字が付されていないものは水位の観測値

を表す．短周期成分および潮汐成分は除去済みである．太いオレンジ色の線は，波形逆解析に使用したデータ区間を示

している．観測点番号に対応する観測点名は，1：秋田，2：酒田，3：新潟，4：直江津，5：富山，6：飯田，7：輪島，

8：金沢，9：福井，10：敦賀である．図およびプロットは Matplotlib バージョン 3.10.1（https://matplotlib. org/）および 

ObsPy バージョン 1.4.1（https://github.com/obspy/obspy）を使用して作成した． 
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本研究は，これら既往の研究とは異なり，断層モデルを

仮定せず，水位および流速の観測データに基づいて，津波

の初期水位分布を直接推定している点に特徴がある．

Takagawaら20)が提案したアジョイント合成法を用い，1km

解像度の高解像度波形逆解析を実施した．また，理論波形

に含まれる不正確さをモデル誤差と捉え，それを位相誤

差および振幅誤差に分類して補正する手法を新たに開発

した．理論波形に位相誤差がある場合，正解ではない初期

水位分布に対して理論波形と観測波形の相関が高まって

しまい，逆解析結果に悪影響を及ぼすおそれがある．一般

に，データノイズへの過剰適合による解析の劣化を防ぐ

ために空間的正則化が導入される21)が，これにより波源の

振幅が抑制され，津波の波高や陸上浸水量が過小評価さ

れる問題がある． 

そこで本研究では，理論波形に対して位相補正および

振幅補正の両方を導入する手法を提案し，能登半島地震

津波の解析に適用した．この新しい補正手法の有効性を

検証し，破壊的な津波を引き起こした実際の初期水位変

動の姿を明らかにすることを目的とする． 

 

2. 方法 

 
 津波の初期水位分布は，正則化付き最小二乗法（例：

Tsushimaら21)）により推定した．この解析では，初期水位

分布は単位波源の線形結合として表現される．各単位波

源によって発生する津波の伝播を数値的にシミュレーシ

ョンし，各観測点における波形（グリーン関数）をデータ

ベースに保存する．理論波形は，それらのグリーン関数の

線形結合として合成される22), 23)．ここで，単位波源の線形

結合係数ベクトルを𝐱𝐱，各観測点に対するグリーン関数の

行列を𝐀𝐀，理論波形を𝐲𝐲 とすれば，関係式は 
𝐲𝐲 = 𝐀𝐀𝐀𝐀 (1) 

と表される．観測波形と理論波形との二乗誤差を最小に

するように 𝐱𝐱 を推定するが，観測データが少なく問題が

不定である場合，唯一解を得ることはできない．このため，

正則化項を加えた目的関数 𝑓𝑓  を最小化することで推定

を行う． 

𝑓𝑓(𝐱𝐱) = |𝐲𝐲𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨 − 𝐀𝐀𝐀𝐀|2 + 𝛾𝛾2|𝚫𝚫𝚫𝚫|2   (2) 

右辺の第2項が正則化項であり，ラプラス演算子𝚫𝚫により

波源分布の滑らかさを評価し，ハイパーパラメータ𝛾𝛾がそ

の強さを制御する20)．逆解析の空間分解能は，グリーン関

数の単位波源を小さくかつ高密度に配置することで向上

させることができるが，解像度を10倍にすると必要なシ

ミュレーション数が100倍になるため，実際上高解像度化

には限界がある． 

アジョイント波形逆解析24), 25), 26)では，アジョイント演

算を用いることで，目的関数の反復最適化中に勾配を効

率的に計算でき，必要なシミュレーション回数を数十回

程度に抑えて高解像度解析を実現できる．この方法では，

計算コストの大きい行列 𝐀𝐀  の全要素を明示的に構成す

る必要がない．しかし，Takagawaら20)は，アジョイント演

算子を用いれば，グリーン関数の高密度データベースに

対しても行列 𝐀𝐀  の要素を効率的に計算できることを示

した．この手法により，反復最適化中の追加シミュレーシ

ョンが不要となる．観測点 𝜉𝜉𝑜𝑜  , 時刻 𝑡𝑡  における波形変

動が，波源点 𝜉𝜉𝑠𝑠 時刻 0 における単位擾乱によって生じ

たときのグリーン関数 𝐺𝐺(𝑡𝑡)  は，以下の2通りの方法で計

算可能である： 

𝐺𝐺(𝑡𝑡) = 〈ℒ𝜉𝜉𝑠𝑠, 𝜉𝜉𝑜𝑜〉 = 〈𝜉𝜉𝑠𝑠,ℒ†𝜉𝜉𝑜𝑜〉 (3) 

ここで，𝜉𝜉𝑠𝑠 は波源関数，𝜉𝜉𝑜𝑜 は観測関数，ℒ は津波の伝播

を表す線形演算子，ℒ† はそのアジョイント演算子， 〈∙,∙〉  

は内積を示す．この式は，点源や点観測でない場合にも適

用できる．複雑な海底地形上を津波が伝播する場合，グリ

ーン関数は数値モデルによって離散的に計算される．式

(3)の中辺を使って計算する場合にはまずℒ𝜉𝜉𝑠𝑠を計算し，𝜉𝜉𝑜𝑜
との内積をとる．ここで ℒ𝜉𝜉𝑠𝑠は初期条件𝜉𝜉𝑠𝑠に対して津波伝

播シミュレーションを行い波動場の時間発展を計算する

ことに対応する．たくさんの波源を仮定する場合にはそ

の数だけ津波伝播シミュレーションを行う必要がある．

一方，式(3)の右辺を用いる場合は，観測関数 𝜉𝜉𝑜𝑜 を初期条

件としてアジョイントシミュレーションを1回実行し，得

られたアジョイント状態ℒ†𝜉𝜉𝑜𝑜と複数の津波波源𝜉𝜉𝑠𝑠との内

積を取ることで，すべての波源についての波形を一括し

て得ることができる．観測点が変わらない限り波源が変

わってもシミュレーションをやり直す必要が無い．演算

子 ℒ を用いた場合，グリーン関数の計算負荷は波源数に

比例するが，ℒ† を用いたアジョイント法では観測点数に

比例する．そのため，波源を多数かつ高密度に配置する高

解像度解析では，計算量が波源数に依存しない後者の方

法が有利である．本研究では，Takagawaら20)によって開発

されたアジョイント津波モデルを用いて，アジョイント

演算子 ℒ†  に対応するアジョイントシミュレーションを

実施し，グリーン関数を計算した． 

能登半島地震の津波波形データには，津波が発生した

海域に設置された観測点からの記録も含まれている．観

測施設における鉛直変位の影響を軽減するため，本研究

ではKubotaら27)が提案した時間微分波形を用いた逆解析

を行った．最小化すべき目的関数は以下のように表され

る： 
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𝑓𝑓(𝐱𝐱) = �
𝑑𝑑𝐲𝐲𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨
𝑑𝑑𝑑𝑑 −

𝑑𝑑𝐀𝐀
𝑑𝑑𝑑𝑑 𝐱𝐱�

2

+ 𝛾𝛾2|𝚫𝚫𝚫𝚫|2 

= ��
𝑑𝑑𝐲𝐲𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨
𝑑𝑑𝑑𝑑
𝟎𝟎

� − �
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2

= �𝐲𝐲′𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨 − 𝐀𝐀′𝐱𝐱�2 

= 𝐱𝐱⊤𝐀𝐀′⊤𝐀𝐀′𝐱𝐱 − 2𝐲𝐲𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨′ ⊤𝐀𝐀′𝐱𝐱 + 𝐲𝐲𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨′ ⊤𝐲𝐲′𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨 (4) 

ここで 

𝐲𝐲′𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨 = �
𝑑𝑑𝐲𝐲𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨
𝑑𝑑𝑑𝑑
𝟎𝟎

� , 𝐀𝐀′ = �
𝑑𝑑𝐀𝐀
𝑑𝑑𝑑𝑑
𝛾𝛾𝚫𝚫
� 

である．この目的関数を最小化することは，勾配がゼロと

なる 𝐱𝐱 を求めることと同義である．推定値 𝐱𝐱 は，共役勾

配法を用いて以下の方程式を解くことにより得られる： 

1
2
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝐱𝐱 = 𝐀𝐀′⊤𝐀𝐀′𝐱𝐱� − 𝐀𝐀′⊤𝐲𝐲𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨𝐨′ = 0 (5) 

ここで用いられるグリーン関数は自然現象を近似する

ものであるため，さまざまなモデル誤差28)の影響を受ける

可能性がある．これには，支配方程式の簡略化，数値離散

化，海底地形のような境界条件に起因する誤差が含まれ

る．たとえば，線形方程式を使用した場合，底面摩擦によ

るエネルギー散逸が考慮されないために振幅が過大評価

されることが指摘されている29)．また，分散効果を無視す

ると，位相が実際よりも速く進行し，津波波源逆解析に影

響を与えることがある30)．さらに，津波の発生時刻に関す

る誤差も逆解析の結果に影響を及ぼす．こうしたモデル

誤差に対処するために，本研究ではグリーン関数に対し

て2つの補正パラメータを導入した．1つ目は振幅補正パ

ラメータであり，2つ目は位相補正パラメータである．補

正後のグリーン関数は以下のように表される： 

𝛼𝛼𝑘𝑘𝐺𝐺(𝑡𝑡 − 𝜏𝜏𝑘𝑘) (6) 

ここで，𝛼𝛼𝑘𝑘 は振幅補正パラメータ，𝜏𝜏𝑘𝑘 は位相補正パラメ

ータ， 𝑘𝑘  は観測点のインデックスを表す．位相補正は，

過去の津波波源解析においても用いられており，その有

効性が示されている20), 30)．しかし，位相補正を体系的に実

施する統一的な手法はまだ確立されていない．また，振幅

誤差と位相誤差の分離は，観測システムの性能評価や観

測点の配置最適化31)にも応用されている．本研究で振幅補

正を導入する目的は，理論波形の振幅に関するモデル誤

差に対処し，逆解析における正則化項によって生じる振

幅の過小評価を防ぐことである．津波の振幅は，構造物に

作用する力や浸水被害の推定において極めて重要な要素

であり，沿岸部における実測値と一致するような振幅を

再現する津波波源モデルは，外力と被害の関係を定量的

に理解するうえで不可欠である． 

 

これまで述べたように，本研究での最適化問題では，正

則化，位相補正，振幅補正という3種類のハイパーパラメ

ータを推定する必要がある．まず，正則化パラメータ 𝛾𝛾 

は，振幅補正および位相補正を行わない状態（𝛼𝛼𝑘𝑘 = 1， 

𝜏𝜏𝑘𝑘 = 0）でクロスバリデーション（CV）により決定する．

逆解析に用いる訓練データは図-1に示した区間であり，

CVにおけるテストデータにはこの区間とその60分後まで

のデータ32)が含まれる． 

正則化パラメータを固定した後，各観測点に対して位

相補正パラメータ 𝜏𝜏𝑘𝑘 を，別のCV手順により逐次的に推

定する．手順は以下のとおりである．まず，ある観測点を

選び，その点のデータを除外して津波波源逆解析を行う．

次に，推定された波源モデルから，除外した観測点におけ

る理論波形を計算する．その波形を時間方向にシフトし，

観測波形との二乗誤差が最小となるシフト量を，その観

測点における位相補正パラメータ 𝜏𝜏𝑘𝑘  とする．観測点の

選択と位相補正パラメータの更新を繰り返し，パラメー

タの変化が十分小さくなるまで処理を続ける．このとき，

逆解析に使用する観測点が変わると，津波の伝播距離や

周辺の地形条件などによる誤差要因も変化するため，推

定される波源も影響を受ける33)．しかし，本手法により得

られる最適な位相補正パラメータ 𝜏𝜏𝑘𝑘  のセットは，除外

する観測点を変えてもほとんど変化しないことが確認さ

れており，特定の観測点や誤差特性への過剰適合を抑え

た，頑健な推定結果と言える．ここで，各ステップにおけ

る最適なシフト量（位相補正パラメータ）はグリッドサー

チによって推定した．サーチ間隔は，対象とする津波周期

（およそ10分）よりも十分に小さい必要がある．一方で，

間隔が小さすぎると計算負荷が増大するため，本研究で

は5秒間隔を採用した．検索範囲は津波周期の半分である

±5分とし，サイクルスキッピングの発生を防いでいる．各

観測点における時間シフトとミスフィットの関係を，図-

2に示した． 

続いて，振幅補正パラメータ 𝛼𝛼𝑘𝑘  を以下の式により更

新し，収束するまで逆解析を反復した： 

𝛼𝛼𝑘𝑘𝑛𝑛+1 =
𝑎𝑎𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒
𝑎𝑎𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜

𝛼𝛼𝑘𝑘𝑛𝑛 (7) 

ここで，𝑎𝑎𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 は観測波形， 𝑎𝑎𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 は推定波形の振幅である．

振幅は，逆解析に用いた区間における最大値と最小値の

差として定義した．補正係数が1から大きく乖離すること

は現実的でないため， 𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎−1  から 𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 の間に値を制限

した．ここで 𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 は1以上であり，𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 = 1 の場合は補

正を行わないことと等価である．推定された振幅が観測

値よりも小さい場合，補正によりグリーン関数の振幅が

小さく調整され，その観測点に寄与する津波波源の変位
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は逆解析においてより大きく推定される．このパラメー

タ更新処理を波源の推定結果が収束するまで繰り返した． 

最後に，得られた津波波源を用いて，非線形長波方程式

34)に基づく津波伝播および浸水シミュレーションを実施

し，観測点における最終的な波形と陸上での浸水高を推

定した． 

 

3. データ 

 
津波波源逆解析の主な対象データは，全国港湾海洋波

浪情報網（NOWPHAS）の沿岸海象計（CWGs）による観

測データ（図-1）および，飯田港で撮影された映像から抽

出された水位変化データ19)（図-1）である．沿岸海象計で

は，超音波を用いて水位および流速が計測されている．本

研究では，水位データとして秋田，酒田，新潟，直江津，

富山，輪島，金沢，福井，敦賀の9地点，また，震源近傍

に位置する直江津と輪島の2地点の東向きおよび北向き

の流速データを使用した．ここでは2023年12月25日から

2024年1月4日の間に取得された観測データを用いた．サ

ンプリング間隔は0.5秒である．風波に関連する短周期成

分を除去するため，1分間の移動平均を適用し，さらに主

要な4つの潮汐成分（M2, S2, K1, O1）を最小二乗法35)によ

り求めたうえで除去した．風波の周期は約10秒であるた

め，1分間の移動平均処理を行うことで，それらの成分を

十分に減衰させることができる．処理後のデータを30秒

間隔にダウンサンプリングし，逆解析に使用した． 

初期水位分布の空間範囲は，本震後30日以内に記録さ

れた余震の分布36)を用いて制約した．さらに，GNSS観測

によって得られた陸上の鉛直変位データ37)および，ALOS-

2を用いた干渉合成開口レーダー（InSAR）解析による推

定値5)も逆解析に取り入れた．これら陸上データの重み 

𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 は，津波観測データの重みの10分の1に設定した．

これは予備的検討の結果によるものである．この重みを

変化させることで津波波源の陸域と海域における絶対的

な高さに違いが生じるものの，推定される隆起ピークの

位置にはほとんど影響がないことが確認された（図-3）

（なお，陸域の津波波源とは地殻の鉛直変位を意味して

おり，実際に津波の波源となるわけではない）．また，振

幅補正パラメータ𝛼𝛼𝑘𝑘の許容範囲を制御するパラメータ 
𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 は2に設定した．なお，予備的検討において許容範囲

を広く設定した場合でも最終的な推定結果に与える影響

は限定的であることが確認された（図-3）． 

 

4. 結果 

 
アジョイントシミュレーションに用いるグリーン関数

データベースの構築には，15秒格子のGEBCO地形データ

38)を使用し，沿岸域についてはM7000データセット39)で補

正を加えた．また，非線形長波方程式に基づく津波浸水シ

ミュレーションには，国土交通省によって作成された地

形データ16)を使用した．この地形データでは，格子サイズ

を沖合から沿岸部，さらに内陸へと段階的に縮小するネ

スティング構造を採用しており，最小格子幅は50mである． 

津波波源モデルの検証には，津波発災後の現地調査に

基づく津波痕跡高データセット11)を使用した．このデータ

セットは，津波後調査の国際ガイドライン40)に準拠して収

集・整理されたものであり，痕跡高の種類（例：遡上高，

図-2 各観測点における時間シフトとミスフィット

の関係．各観測点におけるミスフィットは，時間シフ

トを変化させた後の観測波形と予測波形との二乗誤

差の総和として定義される．ここで使用する予測波形

は，当該観測点のデータを使用せずに推定された津波

波源モデルに基づいて生成されている点に注意され

たい．ミスフィットは 0 から 1 の範囲に正規化されて

いる．赤線は，ミスフィットが最小となる時間シフト

を示している．図は  Matplotlib バージョン 3.10.1

（https://matplotlib.org/）を用いて作成した． 
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浸水高），飛沫や風波・うねりの影響，信頼度（A〜D）な

どの注釈が付されている．本研究では，信頼度AまたはB

と評価されたデータのみを使用した． 

予備的な検討において，北西に面した開放性海岸では，

季節風による北西波浪41)の直接的な影響により，痕跡高が

高くなる傾向が見られた（図-4）．一方で，小規模な防波

堤によって保護された地点では，痕跡高が相対的に低く

なる傾向があり（図-4），これは50m格子の数値シミュレ

ーションではこれらの構造物の影響が再現されていない

ことに起因していると考えられる．このため，波浪やシミ

図-3  2 つのモデルハイパーパラメータ（𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎  および 𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙）が津波波源推定結果に与える影響．パラメータ 𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 

は，振幅誤差補正係数の許容範囲を制限するものであり，縦方向に並ぶパネルは 𝑝𝑝𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎 の値を変化させた際の逆解析結

果を示している．パラメータ 𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 は陸上 GNSS データに与える重みであり，横方向に並ぶパネルは 𝑤𝑤𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 を変化さ

せた結果である．左側のパネルは海域の観測データを重視した結果を，右側は陸上の観測データを重視した結果を示す．

中央のパネルは最終的に選択されたパラメータ値を用いた解析結果に対応する．地図およびプロットは Matplotlib バー

ジョン 3.10.1（https://matplotlib.org/）を用いて作成された． 
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ュレーションで考慮されない構造物による保護の影響を

受けていると思われるデータは，以降の検証から除外す

ることとした．なお，痕跡高とシミュレーション結果の比

較においては，痕跡の種別（遡上高・浸水高）の区別はせ

ず，計算点のうち浸水があった場所で，計測点にもっとも

近い点の最大水位を計算値として用いた． 

位相および振幅のモデル誤差を補正した最終的な津波

波源モデルを図-5に示す．能登半島北東沖では，NT5およ

びNT4に対応する位置において，それぞれ最大3.3mおよび

3.0mの隆起ピークが推定された．また，NT3とNT2の境界

付近では最大2.6mの隆起ピークが推定された．この領域

は地形が急峻で，等深線が北西方向に湾入している特徴

的な場所である（図-5）． 

陸上では，NT6の西端において3.3m，東側において1.8m

の隆起ピークがそれぞれ認められた．図-5中段には観測

波形と推定波形が示され，両者に対するピアソンの相関

係数（以降では単に相関係数と表記する）を数値で示して

いる．なお，相関係数は–1から+1の範囲の値をとり，1に

近いほど一致度が高いことを意味する．すべての観測点

で正の相関が確認され，非線形長波モデルを用いて各観

測点で計算された波形は，観測された波形の特徴をおお

むね再現している． 

図-4 痕跡高データ 11)とモデル推定値．左側のパネルは痕跡高データの測定地点を示しており，色分けにより異なる地

域を区別している．矢印は，NT2 断層と NT3 断層の境界付近に推定された隆起ピークの位置を示している．右側の 3 つ

のパネルは，最終モデルから推定された痕跡高と観測値を比較したものである．上段のパネルは，波の影響を受けず構

造物による防護もない地点のデータであり，図-5 に示された最終モデルのプロットに対応している．なお，このプロッ

トでは縦軸と横軸が入れ替わっている点に注意されたい．中段のパネルは波ありと判定されたデータ，下段のパネルは

構造物による防護効果の影響ありと判定されたデータを示している．各プロットには，Aida42)による幾何平均𝐾𝐾，幾何標

準偏差𝜅𝜅，およびデータ数𝑛𝑛が記載されている．図およびプロットは Matplotlib バージョン 3.10.1（https://matplotlib.org/）

を用いて作成された. 
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図-5 モデル誤差補正あり／なしの場合に推定された初期水位分布（上段），対応する水位および流速波形（中段），お

よび浸水高・遡上高（下段）．左側のパネルは振幅補正および位相補正の両方を適用した結果，中央のパネルは振幅補正

なしの結果，右側のパネルは位相補正なしの結果を示している．観測波形は黒線，推定波形は赤線で示されている．太

い灰色の線は，逆解析に使用したデータ区間を示す．各波形の右側には，観測値と推定値とのピアソンの相関係数（PCC）

が記載されている．下段のパネルにおけるマーカーの色は，図-4 に示された測定エリアに対応している．各プロットに

は，Aida42)による幾何平均 𝐾𝐾, 幾何標準偏差 𝜅𝜅, およびデータ数 𝑛𝑛が示されている．下段プロットにおいて，太い実線は

1:1 の一致線（原点を通る傾き 1 の線），細い実線は傾き 1/𝐾𝐾 の線，細い破線は幾何標準偏差の範囲を示すもので，傾

き 1/(𝜅𝜅𝜅𝜅) および 𝜅𝜅/𝐾𝐾の 2 直線である．図およびプロットは Matplotlib バージョン 3.10.1（https://matplotlib. org/）を用

いて作成された． 
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また，津波痕跡高についても，観測値と推定値の間で良

好な一致がみられた．図-5下段に示すように，Aida42)によ

る幾何平均は0.99，幾何標準偏差は1.29であり，痕跡高に

おいても推定結果の信頼性が高いことが示された．最終

モデルにおける観測値とモデル値の比はほぼ1に近く，再

現性が高い．ただし，図-5下段に示される青色のマーカー

には，わずかに過大評価の傾向が見られる． 

この青色のマーカーに対応するエリア（図-4，能登町白

丸地区）は，局所的に津波痕跡高が高く，甚大な浸水被害

が報告された地域である10)．白丸は幅約300mの狭い開口

部を持つ孤立した湾であり，モデルにおいて用いられた

50m格子では解像度が十分とは言えず，このことがバイア

スを生じさせた可能性がある．より高解像度の地形デー

タを用いた検証が今後の課題である． 

提案した補正手法の効果を評価するため，図-5には「振

幅補正なし」および「位相補正なし」の推定結果も併せて

示している．振幅補正を行わなかった場合，波源域の隆起

分布そのものは大きく変化しなかったものの，能登半島

北東沖における隆起量はわずかに小さく推定された．ま

た，観測点1～4における相関係数はやや低下した．特に，

直江津（観測点No. 4）における水位および流速に現れる

最初の特徴的な波形の振幅が大きく減少した．また，津波

痕跡高の幾何平均は1.16となり，約16%の過小評価となっ

た． 

位相補正を行わなかった場合，能登半島北東沖におけ

る隆起ピークは約6km北北東方向に移動し，海底活断層の

分布とはずれた位置に推定されることとなった．3つの沖

合の隆起ピークは，補正を行った場合よりもやや大きく

推定され，多くの観測点で波形の相関係数は低下した．津

波痕跡高の幾何平均は0.92であり，約8%の過大評価であ

った．幾何標準偏差は補正ありの場合よりも大きくなり，

結果のばらつきが増したことを示している． 

推定された津波波源には，明確に分離された5つの隆起

ピークが存在していたため，これらを図-6に示すように

セグメントA～Eに分割し，それぞれのセグメントが生成

する津波波形を観測波形と比較した．なお，これらの波形

はアジョイント合成を使って求めており，非線形性は考

慮されていない．図中では，波源セグメントが大文字A～

Eで示されており，波形上の特徴的な時点は小文字a～fで

示されている． 

図-6 初期水位分布のセグメント分割と，各セグメントによって生成された津波波形と観測波形との比較．観測点 No.2

（酒田）は地図の範囲外に位置しており，その方向を黒い矢印で示した．酒田の位置は図-1 を参照されたい．地図およ

びプロットは Matplotlib バージョン 3.10.1（https://matplotlib.org/）を用いて作成された． 
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酒田は震源域から北東方向に位置し，その最初の波の

ピーク（時点a）はセグメントAの隆起に由来するもので

あると考えられる．セグメントBに起因するピークは，セ

グメントAによって生じた引き波と重なっているため，観

測波形上では確認できない（時点b）． 

直江津では，顕著な最初のピーク波形（時点c）が観測

されており，これはセグメントAの隆起に起因している．

その後，時点dではセグメントAによる波形は引き波に移

行するが，観測では小さな押し波が現れている．これは，

セグメントBおよびCの隆起により生じた押し波が重なり

合った結果と考えられる．セグメントDおよびEによる影

響はわずかであった． 

飯田港の観測波形では，約2 mの最初の波（時点e）が記

録されており，これはほぼ完全にセグメントCによる隆起

で再現されている．その後に生じた大きな引き波（時点f）

は，セグメントA・B・Cの3つの隆起によって発生した引

き波が重なり合って形成されたと考えられる． 

 
5. 結論 

 

本研究では，能登半島地震津波における初期水位分布

を，観測された津波波形および陸上の地殻変位データを

用いて推定した．断層モデルに依存せずに水位分布を直

接推定した点が本研究の特徴である．また，アジョイント

合成法を用いて空間解像度1kmの高解像度逆解析を実現

した点やモデル誤差を明示的にモデル化し，逆解析に組

み込んだ点でも，先行研究と一線を画している．得られた

津波波源逆解析の結果は，能登半島北東沖の海底で生じ

た変動の実態を示唆するものである． 

 

以下に，本研究の主な成果をまとめる． 

▪ 振幅および位相のモデル誤差を補正する手法を提案

した．この補正を適用することで，津波波源は海底活

断層の分布と整合的な位置に推定され，津波波形およ

び津波痕跡高の再現精度が向上した． 

▪ 推定された初期水位分布モデルでは，NT5およびNT4

の活断層位置にそれぞれ3.3 mおよび3.0 mの隆起ピー

クが存在していた．また，NT2とNT3の境界付近には

2.6 mの隆起ピークが推定された． 

▪ 直江津に到達した最初のピーク波は，NT2とNT3の境

界付近で推定された隆起に起因していた． 

▪ 飯田に到達した最初のピーク波は，NT5の位置におけ

る隆起に対応していた． 

▪ 直江津および飯田で観測された最初のピーク波の直

後の波形を再現するためには，NT4の位置における隆

起ピークが必要であった． 

▪ 提案された初期水位分布モデルは，沖合で観測された

波形および陸上で測定された津波痕跡高をともに高

精度に再現できる点で特筆される．このことは，津波

が構造物や建物に与えた作用を定量化するために信

頼性の高い初期条件を提供することにつながる． 

このように，正確な初期条件を津波シミュレーションに

与えることで，将来的な災害への備えや，沿岸地域におけ

る防災・減災対策の強化に貢献することが期待される． 

（2025年7月31日受付） 

 

データ入手について 

最終的な津波波源モデルの数値データは，CSV形式で

元論文のSupplementary Material 1 (https://static-content.spr

inger.com/esm/art%3A10.1038%2Fs41598-025-08978-0/Medi

aObjects/41598_2025_8978_MOESM1_ESM.csv)として公開

されている．津波シミュレーションに使用したソフトウ

ェアは，https://github.com/tomographyyy/tandem から入手

可能である．海底地形データは http://dx.doi.org/10.5285/f9

8b053b-0cbc-6c23-e053-6c86abc0af7b より入手可能である．

その他のデータは，合理的な要請があれば著者より提供

可能である． 
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